
JICAは、環境マネジメントシステムの活用を通じて、
自らの活動により生じる環境負荷の低減に努めていま
す。美しい地球環境を保全し、未来の世代へと継承でき
るよう、温室効果ガス（GHG）排出削減を含む、環境へ
の取り組みを推進していきます。

環境マネジメント体制
2004年度より環境マネジメントシステムの本格的な
運用を開始し、2005年度にはJICA本部および国内全
拠点で「ISO14001」を取得※しました。また、2013年
からは、より効率的・効果的な環境マネジメントシステ
ムを構築するため、理事長を環境マネジメント最高責任
者として、システムを運用しています。

JICAは、環境負荷の低減を促進すべく、ISO14001

の基本的な考え方を踏まえ取り組みを推進しています。

温室効果ガス削減の取り組み
　本部（麹町・市ヶ谷・竹橋）および全国内拠点を対象
に、組織の活動に伴う排出量に該当するScope1（直接

環境マネジメント　

自らのカーボンニュートラル達成に向けて　

環境データ※1

Environment 環境

基本方針・考え方 排出量）およびScope2（エネルギー由来の間接排出量）
の計測・集計を行い、一斉消灯、LEDなどの高効率照明
器具の導入、グリーン購入法に基づいた環境物品など
の調達を通して、排出量削減に取り組んでいます。
　環境負荷のさらなる低減に向け、「JICAサステナビリ
ティ方針」の中で、「2030年までに組織のカーボン
ニュートラル達成」を目指すことを宣言しました。再生
可能エネルギー由来の電力への切り替えなど、より計画
的に取り組みを強化していきます。

環境教育・組織内啓発活動
　組織全体の環境意識を向上させるため、職員に対し
てさまざまな研修の機会を提供しています。具体的に
は、施設管理担当職員などを対象として、環境関連法
令の適切な遵守や理解の促進、環境意識の啓発を目的
とする「環境法令研修」や新規採用者を対象に「環境マ
ネジメント基礎研修」を実施し、組織全体の環境意識の
醸成にも取り組んでいます。
　今後も環境マネジメントに関する研修を継続的・定期
的に実施し、組織内の意識啓発を進めていきます。

※1   本部および国内拠点のみ。
※2   「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき算定。  
※3   「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」の交通費支給額あたり排出原単位から算出。出張は海外出張のフライト利用を対象。
※4   算出の精度を向上したため過年度数値を修正。

※  「ISO14001」の認証は2013年以降取得していません。
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LED照明の導入比率（%）※4

公用車の電動車割合（%）

カテゴリー 6　出張（t CO2）※3

カテゴリー 7　雇用者の通勤（t CO2）※3
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